
郵政民営化のこれまでの経緯と今後のスケジュール

参考



これまでの主な経緯

平成17年 10月14日

11月10日

平成18年 1月23日

4月 1日

7月31日

9月 1日

平成19年 2月23日

4月 1日

4月27日

郵政民営化関連６法成立（参・郵政民営化特委の附帯決議あり）

郵政民営化推進本部の設置（本部長：内閣総理大臣）

日本郵政株式会社（準備企画会社）の設立

郵政民営化委員会の設置

公社の業務等の承継に関する実施計画（「実施計画」）の骨格の提出

日本郵政がシステム開発状況について総務大臣に報告

郵便貯金銀行（準備会社）設立、郵便保険会社（準備会社）設立

実施計画の認可申請

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構の理事長となるべき者

の指名
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今後の主なスケジュール

平成19年

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

◎４月２７日 公社の業務等の承継に関する実施計画の認可申請

（日本郵政株式会社から内閣総理大臣及び総務大臣へ）

《民営化委員会の意見聴取等》

◎９月上旬（予定） 実施計画の認可 （内閣総理大臣及び総務大臣）

民営化 機構設立

◎４月１日 設立委員の任命・

理事長予定者の指名
（総務大臣）

◎５月２４日 第１回設立委員会

民営化全般 機構関連

◎９月上・中旬 第２回設立委員会

実施計画審査
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郵政民営化関連法制の概要

《平成17年10月、郵政民営化関連法が成立》
(平成19年10月1日に民営化)

郵政民営化の目的、基本方針、郵政民営化推進本部の設置、承継会社等の設立、郵政公社

の業務等の承継等について規定

郵政民営化法①

各法人の設立目的、業務等について規定

日本郵政株式会社法

郵便事業株式会社法

郵便局株式会社法

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法

②

郵政民営化に伴う関係法律の改廃（13本の法律廃止、160本の法律改正）

郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律③
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日 本 郵 政 公 社

日本郵政株式会社
（平成１８年１月２３日準備企画会社として設立）

代表取締役社長 ：西川 善文
代表取締役副社長：高木 祥吉

同 ：團 宏明

郵政民営化の全体像

郵便局株式会社

〔19年10月1日設立予定〕

ＣＥＯ候補：川 茂夫
（元イトーヨーカ堂執行役員）

ＣＯＯ候補：寺坂 元之
（元スミセイ損害保険社長）

郵便事業株式会社

〔19年10月1日設立予定〕

ＣＥＯ候補：北村 憲雄
（元イタリアトヨタ会長）

ＣＯＯ候補：團 宏明

郵便貯金銀行
株式会社ゆうちょ
平成18年9月1日

準備会社として設立

ＣＥＯ候補：古川 洽次
（元三菱商事副社長）

ＣＯＯ候補：高木 祥吉

郵便保険会社
株式会社かんぽ
平成18年9月1日
準備会社として設立

ＣＥＯ候補：進藤 丈介
（元東京海上日動ｼｽﾃﾑｽﾞ社長）

ＣＯＯ候補：山下 泉
（日本郵政公社総裁代理執行役員）

（全国約２万４千の郵便局において、郵便、貯金、保険の三事業を実施）

総 裁 ： 西川 善文（元三井住友フィナンシャルグループ社長）

副総裁 ： 高木 祥吉（元内閣官房郵政民営化推進室副室長）

同 ： 團 宏明（元郵政事業庁長官）

独立行政法人
郵便貯金・

簡易生命保険
管理機構

19年10月1日
設立予定

理事長予定者
平井正夫

（(財)日本データ

通信協会理事長）

民営化
郵貯・簡保の旧契約に
係る資産・債務・業務を
承継
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